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はじめに
「エコアクション21」〔１，２〕の認証・登録を目
指した環境経営システム（環境マネジメントシステ
ム）について，2006年度から2007年度にかけてＫ大
学Ｉ学部に学生が主体となって導入し，Ｉ学部の中
心的活動場所である大学Ｘ号館に関わる環境負荷の
低減を図った。このとき実施した方法で低減が可能
なのかどうか，さらに，この方法はいわば環境教育
に相当するが，効果はあるのかどうかを検討し，こ
れを本研究の目的とした。
Ｉ学部の認証・登録については，2008年１月，Ⅰ
学部だけでなく全学による取組が必要である旨エコ
アクション21中央事務局から指導を受けた。よって，
2008年４月から，全学による導入を開始している。
なお，Ｉ学部環境方針に基づき「環境教育の実施」
および「環境に関する研究の実施」も環境目標とす
るよう同事務局から同時に指導を受け，実際に活動
したが，説明の明瞭さを優先したいため，ここでは
環境負荷の低減に直接関わる環境目標とその達成方
法に限り言及する。
方　　法
システム導入について，2006年３月に「計画；
Plan（Ｐ）」を作り始め，実施体制の決定および環境
方針の策定後，取組の対象とすべき環境負荷量およ
び環境目標を決定した（表１）。2006年10月（廃棄物
量のみ11月）に，環境負荷量の確認を開始した。
2007年５月31日までに計画書作成などを完了した。
６月４日，環境目標達成方法（表２）の「実施・運
用；Do（Ｄ）」を開始した。
「点検・是正；Check（Ｃ）」は，ＰおよびＤ段階
において常時なされた。
2007年12月，環境管理代表者（K大学学長）によ
る「全体評価・見直し；Act（Ａ）」を行った（以上，
ＰＤＣＡサイクルの第１回完結）。
Ｄの開始時（2007年６月４日）の前後におけるⅠ
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期（2006年10月～2007年３月）とⅡ期（2007年10月
～2008年３月）の両７ヶ月間（廃棄物量のみ11月～
３月の６ヶ月間）について，各環境負荷量の合計値
を算出して評価した。
なお，比較期間が環境目標とした１年間でなく６
または７ヶ月間とした（仮環境目標とした。）のは，
環境負荷量の確認を始めてから２年を経ていないた
めである。また，紙購入量は，２年を経ないと比較
できないため，評価しなかった。
結　　果
環境負荷量合計値の比較と評価は，表３および４
のとおりであった。
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表３　環境負荷量（４項目）の比較と評価 
表１　環境負荷量と環境目標 
表２　環境目標達成方法 
表４　環境負荷量（廃棄物量）の比較と評価 
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考　　察
環境負荷の低減方法については，当初，昼休みや
放課後におけるスイッチ・オフ当番の設置，エレベ
ーターの定期的停止，ゴミ箱監視など，厳しい方法
でなければ難しいと考えており，ましては仮環境目
標の達成は不可能と考えていた。だが，予想に反し，
評価したすべての環境負荷について低減し，仮環境
目標を達成したので，実施した方法による効果は大
きかったと言える。すなわち，ポスター掲示，たっ
た１回の簡易講習，わずかな日にちの啓発放送と巡
回指導，および，内部環境監査員養成講座は，省エ
ネに対する意識を大きく改革し，Ｉ学部の学生およ
び教員を行動させた。また，廃棄物の分別は，手間
や大学搬送後の不信感などで議論のある方法である
が，廃棄物が43%（（942-538）/942）の減量であるこ
とを考えると，分別による減量効果は大きいことが
わかった。したがって，ポスター掲示，簡易講習，
啓発放送，巡回指導，内部環境監査員養成講座およ
び廃棄物分別は，この組織における基本的環境教育
と位置づけられるだろう。
しかし，「大学における環境負荷の低減は一般に困
難である。」との見方が大学環境経営担当者には多く
（日本環境学会第34回研究発表会，2008.８.９-10，富
山県射水市），I学部で実施した方法について，一般
の大学組織における「基本的環境教育」と位置づけ
ることは，この事例だけでは無理がある。
いずれにしても，これらの方法を環境教育として
考えるならば，節電，節水，節灯油または廃棄物分
別について実際に行動した者が，少人数からだんだ
ん増加していったのか，それとも少人数で特定の者
だけが行動時間を増やしたのかを調査し，この環境
教育がどこまで行動に結びつけることができたかを
考察すべきであった。
今後，Ｉ学部だけでなくＫ大学全学にシステムを
導入するという大きな課題がある。他学部には環境
科学に関する学科がなく，システム導入前の環境に
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対する意識が薄いこと，Ｘ号館にはなかった厨房，
実験室，実習室，自動車使用など環境負荷が大きい
と想定される施設，設備および業務が他学部には多
くあることなど，予想される難関がいくつかあり，
今回の基本的環境教育だけでは，環境目標を達成で
きない可能性がある。
だが，地球温暖化など環境問題は日々深刻さを増
しているため，大学の社会的役割を考慮すると，目
標達成のいかんにかかわらず，環境負荷低減方法の
経験と検討を一つひとつ増やしていくことが，現在
は重要であると思料する。
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Abstract
In March 2006, School of I, K University began to introduce“ECOACTION 21”, an environmental
management system in Japan. In order to conserve electricity, water and kerosene and to reduce garbage
output, a building of the School was used as the site of the following environmental activities: educational
activities through posters and broadcasted announcements and through holding short courses. Following the
implementation of ECOACTION 21 in October 2007 to March 2008, carbon dioxide emissions and
consumption of electricity, water and kerosene between were 3% lower than those of one year earlier in the
building of the School. The activities of ECOACTION 21 in this School have therefore produced positive
changes. We would like to call these activities the“fundamental environmental training in School of I”.   
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